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多くの地方都市では、郊外開発が進み、市街地が無秩序に拡散していきましたが、少子高
齢化の進展により、今後は急速な人口減少が見込まれています。
市街地の拡散に併せて整備された社会資本の老朽化が急速に進展している上に、拡散した市
街地のまま人口が減少し、居住が低密度化すると、一定の人口密度により支えられてきた医
療・福祉・商業等の各種生活サービスの提供が困難になりかねない状況となっています。

一方で、高齢者にとって健康で快適な生活の確保や、子育て世帯などの若年層に対しても
魅力的なまちの形成、災害に強いまちづくりの推進等は、安全・安心な都市環境づくりを進
める上でより一層不可欠な要素となっています。

人口減少・少子高齢化が進むなど、今後も厳しい財政状況の中で、これらの要素を実現し、
利便性と持続性のある良好なまちづくりを推進するためには、都市全体の構造の適切な見直
しや、公共交通ネットワークと連携したコンパクトなまちづくりが重要といえます。

こうした状況を受けて、国においては、2014年（平成26年）に都市再生特別措置法
（平成 14 年法律第 22 号）を改正し、行政と住民や民間事業者が一体となったコンパク
トなまちづくりを促進するために、立地適正化計画制度が創設されました。
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■立地適正化計画の概要

■立地適正化計画のイメージ図

１ 背景



即する 即する

実施

部門別計画

〇交通 〇福祉
〇商業 〇工業
〇観光 〇環境
〇文化 〇防災
〇子育て

など

日立市総合計画
日立都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

〔日立都市計画区域マスタープラン〕

都市計画の手法

〇区域区分
〇地域地区
〇地区計画
〇都市施設
〇市街地再開発
〇土地区画整理

など
連携
整合

全体構想

立地適正化計画

分野別構想

地域別構想

市の都市計画に関する基本的な方針
〔日立市都市計画マスタープラン〕

目標年次 おおむね２０年後の２０４０年（令和２２年）

対象区域 都市計画区域内

目標人口 １４万人（日立市人口ビジョンの将来目標による）

２ 位置付け

３ 目標年次及び目標人口

立地適正化計画は、市の都市計画に関する基本的な方針である「都市計画マスタープ
ラン」をより実現に近づけるための高度化版として位置付け、市の上位計画である「総
合計画」や、茨城県が定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（通称：都市
計画区域マスタープラン）」などとの整合を図りながら、居住機能や、医療・福祉・商
業、公共交通等の様々な都市機能の誘導を目指す計画とします。

■立地適正化計画と他の計画との関係
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国勢調査における本市の人口は、1983
年（昭和58年）の20万6,260人をピーク
に減少傾向となっています。

一方で、世帯数は増加傾向を示し、世帯
当たりの人員は、1990年（平成2年）か
ら2015年（平成27年）にかけて0.62人
減少しています。

※参考値
茨城県常住人口調査では、2019年（平

成31年）4月1日現在の常住人口は、17
万7,088人となっている。

出典 国勢調査
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出典 国勢調査

図－人口及び世帯数の推移

図－年齢別人口の推移
国勢調査における本市の年齢別人口は、

幼年人口と生産年齢人口の割合が減少傾向
を示す一方で、老年人口の割合は増加傾向
を示し、1990年（平成2年）と2015年
（平成27年）を比較すると2倍以上に増
加しています。

※参考値
茨城県常住人口調査では、2019年（平

成31年）4月1日現在、幼年人口10.6％、
生産年齢人口57.6％、老年人口31.8％の
割合となっている。

出典 国立社会保障・人口問題研究所、日立市人口ビジョン

国立社会保障・人口問題研究所（社人
研）の推計によると、本市の将来人口は
2020年（令和2年）以降、人口が5年毎
に約1万人減少し、2040年（令和22年）
には、約12万9千人になる見通しとなっ
ています。

図－人口推計
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■現状と基本方針

１ 人口及び世帯数の推移

３ 将来人口の見通し

２ 年齢別人口の推移

（年）
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都市計画マスタープランに掲げる「コンパクトで機能的なまちづくり」、「惹(ひ)きつけ
る力のあるまちづくり」という基本理念を踏まえ、目標とする将来の都市像を達成するため、
立地適正化計画においては以下の基本方針を定め、より具体的な計画の推進に取り組むこと
とします。

４ 立地適正化計画の基本方針
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本市では、公共交通利便性の高い鉄道駅や路線バス（ひたちＢＲＴを含む。）のバス停周
辺だけでなく、土地区画整理事業や一定規模以上の開発行為等により計画的に整備された良
好な市街地についても積極的に居住を誘導することとします。

将来的に一定の人口の維持が見込まれる地域であって以下のいずれかの要件を満たす区域。

居住誘導区域とは、人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度を維持すること
で、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導する区域となって
います。

よって、居住誘導区域は、都市全体における人口や土地利用、交通や財政の現状及び将来
の見通しを勘案しつつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地域における
公共投資や公共公益施設の維持運営などの都市経営が効率的に行われるように定めるべきで
あると考えられます。

■居住誘導区域

１ 居住誘導区域とは

２ 居住誘導区域の設定方針

居住誘導区域については、上記の設定要件を基に設定しますが、工業的土地利用を図るべき
区域や、災害発生のおそれがある区域については、居住誘導区域に含まないものとします。
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■居住誘導区域
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居住誘導区域内に居住を誘導し良好な住環境の維持を図るとともに、居住誘導区域外に
おけるまとまった住宅開発等の動きを把握するため、居住誘導区域外で一定規模以上の開
発行為や建築等行為（新築・改築・用途変更）を行おうとする場合には、都市再生特別措
置法第88条第１項の規定に基づき、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日そ
の他国土交通省令で定める事項について市長に届出を行う必要があります。

居住誘導区域外の区域で、以下の行為を行おうとする場合には、行為に着手する日の30
日前までに、原則として市長への届出が義務付けられます。ただし、仮設住宅や農林漁業
を営む人のための住宅、非常災害のため必要な応急措置に必要な開発行為や建築等行為に
ついてはこの限りではありません

 

開発行為 建築等行為 

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行

為で、その規模が 1,000㎡以上のもの 

③住宅以外で、人の居住の用に供する建築物

として条例で定めたものの建築目的で行

う開発行為 

 

 

 

 

 

 

 

①３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

②人の居住の用に供する建築として条例で定

めたものを新築しようとする場合（用途は

寄宿舎や老人ホーム等が想定されます。） 

③建築物を改築し、又は建築物の用途を変更

して住宅等（①、②）とする場合。 

届出時期：行為に着手する 30日前まで 

市長は、届出をした者に対し、必要に応じて居住の誘導のための施策に関する情報提供等
を行います。また、何らかの支障が生じると判断した場合には、開発規模の縮小や居住誘導
区域への立地を促すなど、居住誘導区域外の区域における一定規模以上の開発行為・建築等
行為について必要な勧告をすることができます。

３ 居住誘導区域外に住宅を建築しようとする際の届出について

■届出の対象となる行為

■届出に対する取扱い
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都市機能誘導区域は、商業・医療・福祉等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点
に誘導・集約することにより、各種サービスの効率的な提供を図る区域です。

日立市では、都市計画運用指針を基に、以下のいずれかの条件を満たす区域について、

市の拠点形成や、都市の再生等を総合的に勘案し、都市機能誘導区域を設定します。

■都市機能誘導区域

１ 都市機能誘導区域とは

２ 都市機能誘導区域の設定方針

■ 都市機能が一定程度充実している区域
Ａ ＪＲ常磐線各駅から約800ｍ圏内の区域
Ｂ 現に商業地域・近隣商業地域が設定されている区域

■ 周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域
Ｃ 路線バスの便が確保され、現に商業施設や医療施設等の都市機能が集積
する地域、又は集積を図る区域

Ｄ ひたちＢＲＴ沿線地域のうち、現に都市機能が集積する区域、又は集積を図
る区域

Ｅ 旧町村の中心又は、住宅団地に配置された拠点施設のうち、路線バスの便
が確保され、利用圏域内での人口維持を図るために都市機能の維持・集積
を行う区域

なお、用途指定上の工業地域及び工業専用地域については、工業的利用を図る区域である
ことから、上記の条件を満たす区域内であっても、都市機能誘導区域は設定しません。

また、第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域についても、閑静な住環境の
保全を図る区域であることから、同様に都市機能誘導区域を設定しません。

ただし、都市機能誘導区域の設定と併せて用途地域の見直しを行う場合には、これらの区
域であっても都市機能誘導区域を設定する場合があります。
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都市機能誘導区域設定の考え方から、以下の地区に都市機能誘導区域を定めます。

３ 都市機能誘導区域のタイプと機能
市内における各種サービスの効率的な提供を図るため、鉄道駅周辺や住宅地周辺など、異

なった性格を有する都市機能誘導区域について、タイプ別に区分し、各地区が担う役割を明
確にします。

４ 都市機能誘導区域の設定



■都市機能誘導区域
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■居住誘導区域＋都市機能誘導区域



■都市機能誘導区域への誘導施設
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■都市機能誘導区域への誘導施設

各拠点において、充足すべき誘導施設については以下のとおりとします。

14

病院 診療所 福祉機能
子育て

支援機能

大規模

商業施設

それ以外の

商業施設
金融機能 行政機能

教育

文化機能

十王

豊浦 〇 ● ● ● ● ● ● ●

● ▲ ● ● ● ▲ 〇

田尻地区 〇 ● ● ● ▲

● ● ● ● ● ● ● ●

滑川地区 〇 〇 ● ● 〇

兎平地区 〇 〇 ▲ ● ●

● ● ● ● ● ● ●

諏訪地区 〇 〇 ▲ ● ●

油縄子地区 ● ● 〇 ● 〇

金沢地区 ● ▲ ● ● ●

金沢団地地区 〇 〇 ▲ ● ●

水木地区 〇 〇 〇 〇 〇

大沼地区 〇 〇 〇 〇 〇

● ● ● ● ● ● ●

南高野地区 〇 〇 〇 ● 〇

久慈浜地区 ▲ ▲ 〇 ● ▲

※　病院は、各地区に１つ以上を目標

は、誘導機能に設定しない項目

表－拠点別誘導施設

誘導施設

常陸多賀駅周辺地区

都市拠点型

（地域生活業務）

拠点タイプ地区

都市拠点型

（中心商業業務）

〇

●

十王駅周辺地区

日立駅周辺地区

地区名

生活支援型

（幹線道路沿道）

●　誘導を図る施設で、現在立地している施設

生活支援型

（ＢＲＴ沿線）

生活支援型

（地域密着）
生活支援型

（幹線道路沿道）

生活支援型

（幹線道路沿道）

〇　誘導を図る施設だが、現在立地していない施設

▲　誘導を図る施設で、近接して立地している施設

日高

本庁

生活支援型

（幹線道路沿道）

都市拠点型

（地域生活業務）

多賀

南部

都市拠点型

（地域生活業務）

都市拠点型

（地域生活業務）

大甕駅周辺地区

●

●

生活支援型

（地域密着）

小木津駅周辺地区



都市機能誘導区域外における誘導施設の整備の動きを把握するため、都市機能誘導区
域外で誘導施設を有する建築物の開発行為や建築等行為（新築・改築・用途変更）を行
う場合には都市再生特別措置法第108条第１項の規定に基づき、行為の種類、場所、設
計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項について市長に届出が必
要となります。

また、都市機能誘導区域内において、当該誘導区域に係る誘導施設の休止又は廃止を
しようとする場合には、同法第108条の２第１項の規定に基づき市長に届出が必要とな
ります。

 

都市機能誘導区域内 都市機能誘導区域外 

・当該誘導区域に係る誘導施設の休止又は

廃止をしようとする場合 

〇開発行為 

 ・誘導施設を有する建築物の建築目的の開

発行為を行おうとする場合 

 

〇開発行為以外 

 ・誘導施設を有する建築物を新築しようと

する場合 

 ・建築物を改築し誘導施設を有する建築物

とする場合 

 ・建築物の用途を変更し誘導施設を有する

建築物とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出時期：休止又は廃止する 30日前まで 届出時期：行為に着手する 30日前まで 

５ 都市機能誘導区域に関する届出について

■届出の対象となる行為
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■立地適正化計画の評価項目及び評価指標の設定

立地適正化計画の確実な推進を図るとともに、必要に応じてフィードバックが行える
よう、立地適正化計画の策定に当たっては、あらかじめ施策の有効性を評価するための
指標及び目標値を設定することが望ましいとされており、本市の立地適正化計画の基本
方針や将来都市構造の達成のための課題や目標等を踏まえ、以下とおり評価項目を設定
します

１ 立地適正化計画の評価項目

16



２ 立地適正化計画の評価指標

17

年次 値 年次 値

2029年
（令和11年）

２地区

2040年
（令和22年）

4地区

④　都市機能誘導区域内（生活支援型のう
　ち幹線道路沿道）に充足すべき誘導施設
　（医療機能、福祉機能、保育機能、商業
　機能、金融機能）が立地している地区数

2019年
（令和元年）

０地区

評価指標
現状 目標

年次 人口（人）
人口密度

（人/ha）
年次

人口
（人）

人口密度
（人/ha）

2029年
（令和11年）

49,690 約38

2040年
（令和22年）

49,690 約38

2015年
（平成27年）

46,960 37.66

評価指標

現状 目標

①　面的整備地区(土地区画整理事業、
   開発行為)内の人口密度の維持

年次 人口（人）
人口密度

（人/ha）
年次

人口
（人）

人口密度
（人/ha）

2029年
（令和11年）

26,486 約30

2040年
（令和22年）

26,486 約30

②　ＪＲ駅勢圏内の人口密度の維持
2015年

（平成27年）
26,486 29.93

評価指標

現状 目標

年次 値 年次 値

2029年
（令和11年）

約95%

2040年
（令和22年）

100%

③　都市機能誘導区域内（都市拠点型）
　の誘導施設（医療機能、福祉機能、保
　育機能、商業機能、金融機能、行政機

能、教育・文化機能）の充足率

2019年
（令和元年）

91.42%

評価指標
現状 目標

年次 人口（人）
人口密度

（人/ha）
年次

人口
（人）

人口密度
（人/ha）

2029年
（令和11年）

18,074 約38

2040年
（令和22年）

18,074 約38

⑤　ひたちＢＲＴ沿線地域での人口密度
　の維持

2015年
（平成27年）

18,074 36.59

目標

評価指標

現状

年次 人口（人）
人口密度

（人/ha）
年次

人口
（人）

人口密度
（人/ha）

2029年
（令和11年）

18.9回
　　／年

以上

2040年
（令和22年）

18.9回
　　／年

以上

2015年
（平成27年）

18.9回
　　　／年

目標

⑥　人口一人当たりの路線バス（ひたち
　ＢＲＴ含む。）の年間利用率の維持

評価指標

現状

■項目①

■項目②

※ 平成27年と令和７年の国勢調査の結果の比較により評価する。

■項目③

■項目④

■項目⑤

■項目⑥
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